
          

     ◎一般質問 

○議長（山本浩平君）  日程第３、これより一般質問に入ります。 

 通告順に従って発言を許可します。 

           

 

◇   吉 田 和 子 君 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員、登壇願います。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田和子でございます。 

 通告に従い２項目 10点について一般質問をいたします。 

 １項目め、子育て支援新制度の対策についてであります。社会保障と税の一体改革で成立した子育

て関連新法の施行へ向け国、市町村が動き出しました。保育や子育て施策を転換し市町村に運営責任

を集中させる内容となっているといわれていますが、2015 年本格スタートに向け子ども課を中心に子

ども子育て会議の設置、ニーズ調査をして白老町子育て支援事業計画を策定することとなります。 

 そこで順次質問をしていきます。１、少子化対策、家庭教育、子育て支援、青少年育成の施策推進

課こども課の設置から 10年が経過するがその効果について伺います。 

 ２点目、子ども子育て会議の設置と支援事業計画に係るニーズ調査により白老町子ども子育て支援

事業計画を策定するが推進手法と時期について伺います。 

 ３点目、平成 25 年度教育長行政執行方針にある児童数の推移による町立保育園再配置民営化方針を

含めた（仮称）白老町保育事業運営計画は策定されたのか伺います。 

 ４点目、子ども子育て支援にある子どもの減少傾向にある地域保育機能の確保として地域型保育、

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育の設置の考え方と課題について伺います。 

 ５点目、白老町における放課後児童クラブの施設数、児童登録数、待機児童数、事業費と月額保育

料、保育料免除、減額措置と運営上の課題について伺います。 

 ６点目、学童保育の法制化により 15 年経過しているが町として運営基準に基づいて実施されてきた

のか。今後国が基準を示すとしているが明確になっているのか伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

〔教育長 古俣博之君登壇〕 

○教育長（古俣博之君）  子育て支援新制度についてのご質問であります。 

 １項目めの子ども課の設置の効果についてであります。子ども課の設置については平成 17 年５月１

日の機構組織の見直しに伴い乳幼児期から青少年までの成長に合わせた支援や窓口を統一して子育て

支援、幼稚園、保育園、放課後児童クラブ、青少年健全育成、児童相談など子どもにかかわる施策を

一元化を図るために教育委員会の中に子ども課を設置したものであります。その効果についてであり

ますが町内はもとより学校、保育園、幼稚園、児童相談所など各関係機関とのコーディネート機能の

強化を図ってきたものであり、家庭教育、子育て支援体制の充実がなされてきたと認識しております。

また支援体制の一元化によりわかりやすい行政窓口ができ町民サービスの向上につながっています。 



 ２項目めの白老町子ども子育て支援事業計画の推進手法と時期についてであります。子ども子育て

関連三法に基づき平成 27 年４月から本格施行となる子ども子育て支援新制度に向け、今年度中に潜在

需要を含めたニーズ調査を把握し調査分析を行い来年度早々には需要見込み量を明らかにいたします。

また子ども子育て会議の審議を進め９月から 10 月にかけて白老町子ども子育て支援事業計画（案）を

策定いたします。その後パブリックコメントを行い議会の承認の上 12 月をめどに本格事業計画を固め

て新制度本格施行に備えてまいります。 

 ３項目めの（仮称）白老町保育事業運営計画の策定についてであります。平成 25 年度策定予定であ

った（仮称）白老町保育事業運営計画は子ども子育て関連三法に基づく白老町子ども子育て支援事業

を計画との整合性を図ることが必要であるため昨年度の策定を見送ったものであります。また計画の

役割といたしましては今後の白老町の子育て支援の基本となる計画が白老町子ども子育て支援事業計

画であり、その部門別計画が（仮称）白老町保育事業運営計画であります。 

 ４項目めの地域型保育の設置と課題についてであります。地域型保育事業は地域における多様なニ

ーズにきめ細かく対応できる質が確保された保育を提供し、子どもの成長を支援することを基本理念

としています。地域型保育事業の中には利用定員が６人以上 19 人以下の小規模保育、利用定員５人以

下の家庭的保育、住みなれた居宅において１対１を基本とする居宅訪問型保育があります。地域型保

育事業の設置の考えと課題についてでありますが、ニーズ調査結果及び分析に基づき策定する白老町

子ども子育て支援事業計画の中で今後の保育園のあり方を含めて検討してまいります。 

 ５項目めの町の放課後児童クラブの現状と運営の課題についてであります。現在町の放課後児童ク

ラブは５施設あり登録児童数 108 人、平成 25 年度予算ベースで事業費約 1,800 万円の経費で運営して

います。保護者負担金は児童１人につき月額 2,000 円、２人目以降児童１人につき半額の負担金に減

額しています。また減免措置としては生活保護世帯、準要保護世帯は負担金の全額、町民税非課税世

帯は負担金の半額を免除にしています。次に運営の課題として一部施設の老朽化、狭隘化や指導員の

不足が挙げられます。 

 ６項目めの町の学童保育運営基準と今後の国の基準についてであります。まちの放課後児童クラブ

の運営については原則小学校３年生までの共働き世帯の子育て支援を目的に国の基準である放課後児

童クラブガイドラインに基づき白老町放課後児童クラブ条例等により実施しています。そして月額負

担金については平成 17 年度策定の白老町放課後児童クラブ利用に関する受益者負担についてに基づい

ております。また今後国が示す運営基準は現在国の子ども子育て会議において議論されており、児童

数、安全管理の基準等積み残しの論点はあるものの明確化していると認識しております。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。子どもの笑顔輝くまちがますます重要となり、子どもの

確かな成長と心身ともに心豊かに成長する環境づくりを目指すと教育長の執行方針にあります。その

中で本年度協働型の行動指針として「しらおい子ども憲章～ウレシパ～」が製作されます。そしてま

た憲章の具現化を図るためにしらおい子ども憲章行動計画、大人と子どもが共に育ち合うという視点

で４月よりスタートするということにしておりますが、どのような実施方法、周知方法で徹底を図っ

ていくのか。私はこの計画をつくるときにアンケート調査をし子どもの意見を聞き議会にも諮り、本



当に重要な課題として捉えてやってこられたというふうに思います。このことが生きた憲章にあるた

めに本当に町民の方々の協働ということがありますので、どういった形で１日も早く皆様にこのこと

を知っていただき、そして皆様の口からまた何かのときにこのことがみんなで一緒に調和をしながら

話ができるような形に持っていくべきだというふうに考えますが、その手法と考えがあればそのこと

を１回目に伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今お話にありました子ども憲章のこれからの進め方、特に子ども憲

章の行動計画の推進についてでございます。現在前に条例化させていただきました子ども子育て会議

この開催を予定しておりますが、この会議に基づいてこの行動計画について成案とさせていただきた

いと思っています。そしてこの計画に基づいて４月１日から実施するということで答弁申し上げまし

たが、さまざまな機関を通してＰＲしていきたい、また広報、インターネット、冊子等々そういった

もので行動計画をわかりやすく冊子化してつくっていきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  教育委員会の説明では大変重要なものであるというふうにお話をされてい

ました。もちろん子ども子育て会議に基づいて議会の議決も得てやっていくわけですから、ただまだ

具体的にはなっていないのかとちょっと思いました。いつも周知というとこの方法しかありません。

私はもっと具体的なものがあるべきではないかと。私は前に子ども条例をつくるべきだというお話を

しました。それは子どもを本当に健全育成していかなければならないという視点、少子化の問題から

含めて子ども条例に変えてもっと重みのある憲章にして、これはただまちの施行 60 周年に向けて記念

にやるのだというふうにそんな思いにとってもらいたくないと私は思っています。そういうことから

いくともうちょっと具体的なものがきちんと示されないと違うというふうに思うのですがもう一度答

弁願いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今お話のありました具体的にどういった形に子ども憲章を進めてい

くのかということだと思います。子ども憲章の行動計画を前に説明させていただきましたが、その中

で重点項目ということで何点か平成 26 年特に今回子ども未来会議でございますとかそういう実際にも

っと憲章を広めていくとか、それから行動計画を広めていくとか、子どもさんにどういう役割をこの

子ども憲章では担っているのだとか、そういったことを子ども未来、それから講演とかそういった部

分で今回の場合特にＰＲ、周知ということ進めていきたいと考えております。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  白老の町民一人一人の隅々まで、会議にかかわった人、やった人だけがわ

かることではなくて隅々まで行き渡るような細かい本当に隅々まで行き渡るような工夫をしてやって

いただきたいというふうに思います。 

 次にいきたいと思います。今このように子ども憲章をつくる、いろいろな計画、子ども課として、



ほかの課もみんなそうなのですが何年ごとに計画の作成をし直すとかそういったことで大変厳しい状

況下に置かれているということがわかります。そういう中で子ども課はいろいろなものをつくりなが

ら子どもサービス、それから各施設の運営、その他いろいろな子どもの子育てにかかわることにかか

わっております。今後の子育て、子育ち、親育ちのあり方を進めていくのが子ども課の中心になる大

きな責務だというふうに思いますが、一番大事な子ども課育ちをどのように進めていくかその点を伺

いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今議員さんのお話にありました子ども課育ちというのは、子ども課

自体の発展ということでよろしいのでしょうか。今子ども子育て支援事業計画でありますとか要する

に子育て支援の部分を全部子ども課を主体にして進めております。そういう部分でもまたネットワー

クをしながら虐待であるとかそういった部分でも幅広いいろいろな各機関のネットワークそういった

ものも子ども課中心にして一貫してやっております。それが今言っていますが子どもさんたちの虐待

とかそういったものを防止するネットワーク、あとそのほかそういうコーディネート機能といいます

か、そういったものを強化させていっております。 

また実際子どもさんと福祉と教育そういったつながりも十分子ども課、教育委員会にあるということ

でそういった部分でのつながり、実際そういう子育て支援それを大きな柱として子ども課のほうは今

後とも進めていきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  今言ったことを進めるために子ども課の重要性というのはすごく大きいと

思うのです。私は専門性を身につけていく課でなければならないというふうに思っています。それだ

けいろいろなことが複雑化しております。経済の格差、貧困格差ですか、いろいろな新たな問題、体

力が衰退しているだとか次々とあらゆる問題が出てきております。そういった中で私はそういう専門

性、そういう方たち、世の中、ネットワークつくることはもう十分大賛成です。その中でリードをし

ていける課にならなければいけないというふうに思っています。スクールカウンセラーだとかソーシ

ャルワーカーとかいろいろな専門性を持った方がいらっしゃいます。そういう方々と懇談をするとか、

きのうの質問でありましたけれども少子化対策で成功したものといったら企業誘致したことと、それ

以外出てこなかったのです。大変なことだと思うのです。そういうことを考えると私は子ども課の存

在というのは今後本当に大きなものがあるというふうに。財政が厳しくてそれを立て直したけれども

子どもたちが誰もいなくなっていた、そんなことではどうしようもないと思うのです。そういうこと

から私は子ども課の存在、場所も明るくして入りやすいようにつくっていろいろ工夫されているのは

見させていただいておりますけれども、そこにいる人たちが担当も変わるのですけれども、本当にそ

ういった専門性を身につけることを受け継いでいけるそういう課になっていただきたいと思うのです

が、これは課長は答弁しづらいから教育長かというふうに思いますけどどうでしょうか。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

○教育長（古俣博之君）  １点目の子ども憲章の関係も含めまして答弁をしたいと思います。子ど



も支援施策を今このように町をあげて進めております。その中で１つ大きな一元化を図るために 10 年

前子ども課を設置したと。その重要性は先見性のある１つの組織化であり、それから今の子育て支援

にかかわって重要なことであったと思います。さまざまな子どもの課題がある中で子どもがやっぱり

未来にとって次の世代を担う重要な存在である。それはしっかりとした自立をして、そして一社会人

として納税義務をしっかり果たしていく、そういう中で子どもが次の世代に自らが生きて、そして人

を支えていくというそういう順番を進めていく意味で教育は未来をつくるということなのだと私は思

っています。そういうことで今政策的にいえばしらおい子ども憲章は重要な、共に子育てする親も大

人もそれから子育ちをする子どもたちにとっても重要な要素の１つがあると思っております。ですか

ら周知の場面はさまざまな場面があるかと思いますけれども、しっかりと町民一人一人が自覚を持ち、

それからまた子どもたち自身が自覚を持って社会参加をしていくようなそういう周知の仕方をしてい

きたいと思います。その１つとして具体的なものは執行方針でも出しましたけれども、認知症サポー

ター講座をことしはしっかりとやっていきたいとそういう中で人と社会とのかかわりは含めていきた

いと思っております。 

 それから今出された子ども課育ちのことについては議員のおっしゃるとおり専門性を十分高めた中

で進めていかなければならないと思っておりますけれども、もっともっと各課が横断的にというそう

いうふうな体制も、今もあるのですけれどももっとそれが柔軟に、それから豊かになされていくこと

がやはり子ども課の今後の発展性をつくり出していくことではないかというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 今の子ども課が全然だめだといっているのではありませんので、本当に頑張っていただいているの

ですがもっともっと専門性を身につけて、もっともっとリードをしていけるようになったらいいなと

思いまして質問させていただきました。 

 保育所等は子育て、働く親を支援する、特に就労支援の政策としての視点が大変強いわけです。国

は新制度の中で量の拡大、それからもう１つは質の改善、この２つを重点的に改善を進めております。

ところが量の改善はかなり進んでいるのですが質の改善がちょっとおくれているという。これは最近

の報道で読んだのですが職員の配置を３歳児だけにとどめて 20 人を 15 人に１人の配置をする、それ

ぐらいしかないと。だから量のほうばかりに力を入れているのではないかと批判もあったのですが、

そういう中で２点ほど今問題になっていることを今後子ども課でどうするのかを伺いたいと思います。 

 大切な子どもを預かる施設において事故が全国的にふえている。保育所と無認可も含めてです。死

亡事故も昨年 19 件起きている。これは午後の睡眠の時間に亡くなっている例が多いということなので

す。またけがも大変多くなっているということなのですが白老町の現状、そして対応、また各施設に

おける事故防止対策、それから対応マニュアルはあるのかどうなのか。その点伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今お話のありました子どもさんの事故防止の関係で状況がどうなの

だということなのですけれども、一応昨年度の事故は保育園ではありません。これはこの前の道の監



査の中でご報告をいただいております。 

 それから 19 件ということで結構事故が多くてどういう防止対策をするのだということでございます

けれども、一応毎月保育園の園長に集まっていただいて、さまざま今の感染症でありますとか、また

こういう事故の問題でありますとかそういった部分を常に情報のとりながら進めていっております。

またそれぞれ私立の保育園の園長さんからもいろいろ話を聞きながら進めていっております。特に白

老町の事故防止のマニュアルについてもそれぞれ保育園で持っております。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 厚労省が保育所に事故防止対策を求め、あるということですのでよかったと思います。15 年度から

は事故発生時、自治体への報告を義務づけているということなっていますが、これも先ほど何もない

ということで毎月やっているということで報告があると思いますのでこの点は結構です。 

 それからもう１点問題になっていることがあります。昨年から補正の中で保育士の待遇改善の特別

交付金がありまして処遇改善がなされてきておりますけれども、国は新制度で給与５％増を３％増に

変えたのです。いいか悪いかというのは別の議論になると思いますけれども、最近仕事のあり方で保

育所労働法違反、これは法定労働時間違反、労使協定の締結に労働条件が明示されていないなどがあ

り労働局が道内の各保育所に自主点検チェックリストを配布し調査をしたとあるが白老町は調査をさ

れたのか、問題はなかったのか。労働時間、サービス残業がないのか、それからいろいろな子どもと

接する時間的に問題がないのか。その辺はどのように捉えているか伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今お話のありました保育園の労働環境、私どもの認識としましても

入所児童が適切な保育を受けるためには労働環境の整備が欠かせないとこのように思います。実際新

聞報道が１月 28 日に出ました。そのあとすぐに各保育園のほうに問い合わせました。また保育園監査

もちょうどその時期にあったものですから、それらも全部私どもも行きまして状況を確認しましたが

今のところ労働環境で残業とかそういう部分での実態調査という部分では問題はないということでそ

ういう回答をしていますというお話をいただいております。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  全道で 200 カ所ぐらいが再度調査に入られるということですので、白老町

は入らないということですので問題はないのかというふうに思いました。 

 それから先ほど道の監査も入ったということなのですが、私は事故がなかったというのは最高のこ

とですし、そういうことが起きないためにも保育士さんの処遇改善というのは大変重要なことだと思

うのです。やはり自分自身の仕事場に不満があれば、それは絶対姿勢の中に出てくるというふうに思

います。そういったことから先ほどチェックリストで問題はなかったということなのですが、誰が書

いたのかわかってくるのかというような気がするのです自分の中では。全然知らないところで知らな



いように出されたのならいいのですけれども、そういう潜在的なものはないのかどうなのか。普段課

長なり教育長あたりが保育士さんとの懇談をするとか環境はどうなのだろうかとか問題点はないのか

とか、１カ月に１回事故防止のはやっているということなのですがそういった中でそういった話をす

ることがあるのかどうなのか。保育士さんと待遇を改善するということは子どもたちの保育生活を安

心させるということにはつながると思いますのでその辺をどのように考え、どのようにまた今後、起

きていないからいいということではなくて起きないようにするためにどうするのかということも伺い

たいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今お話のありました事故の未然防止、また事故をしないための啓蒙

ということだと思うのですけれども、繰り返しになるかもしれませんけれども、その部分は当然保育

園の園長さん方に集まっていただいて十分そういった部分はやっているのですが、まだまだいわれた

とおり足りない部分もあると思いますので今後議員さんのお話にありましたようにしっかり対応させ

ていただきたいと思います。 

 またヒヤリハットということで要するに事故を未然に防止するようなチェック項目があって、そう

いったものをそれぞれ保育園で持っています。監査のときも実際にいわれたのはそういう事故がない

ということ自体がもうちょっと考えていかないとだめだと。要するに未然防止の部分をもうちょっと

考えていったほうがいいというお話もありましたのでそこの部分はもう少しこれから検討してまいり

たいと思います。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  子どもがすごく少なくなったということで冗談ではなくてまじめに言った

のですけれども、シングルマザー、結婚はしないけれども子どもがほしいという例を挙げてお話した

のですが、この間苫小牧で実施するようになったのですが、非婚母子世帯、みなし寡婦世帯というの

です、そういう世帯への支援体制、市は市の支援体制なのですがこれはないのですほとんど。それで

苫小牧市は積極的にやっている自治体の例を挙げて、保育料だとか医療費だとか、それから家賃だと

かそういったことに支援をしていく、そういう制度をできないかということで質問した議員がいるの

です。それを受けて市は死別などのいわゆる母子家庭は全部寡婦控除の対象になりますので準要保護

だとかいろいろなことがあると思うのですが、みなし寡婦世帯というですか、非婚母子世帯にはない

ということなのです。苫小牧市は保育料についてみなし寡婦世帯に今後実施していく方向性で今調査

をしています。どうやって調査したのかというと苫小牧児童扶養手当の支給状況から判断をしたのだ

そうです。そうすると 213 世帯あったのだそうです。白老はそういう世帯がないのか、調べきれない

のか。制度もないから調べることもなかったのだと思うのですがそういった対応も私は子どもの少な

くなっていく中で、これがいいことだとは思っていません、決してシングルマザーがいいのだ、勧め

ていこうということではないのです。ただいろいろな事情があって子どもを産んで育てている親を応

援をしてもらいたいそういう思いなのですがその辺のお考えを伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  南町民課長。 

○町民課長（南 光男君）  今実例的に苫小牧市のほうで非婚者世帯ということでおっしゃってい



ましたけれども、白老町でもやはり児童扶養手当という制度がありますのでその中で全町的に非婚者

のひとり親家庭を押さえることはなかなか難しいと思いますけれども、児童扶養手当制度で申し上げ

ますと平成 26 年１月末現在で受給対象は 263 世帯でございます。そのうち新生児の世帯状況の中で確

認していますけれども、未婚世帯につきましては 23 世帯と把握しております。ですから未婚の児童扶

養手当世帯の割合は 8.7％程度と押さえております。 

 以上でございます。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  私ゼロだと思っていたのです。でもゼロだと思いながら苫小牧の 10 分の１

はいるのかなというふうにちょっと思っていたのです。10分の１の人口ですので少なくとも 10分の１

はいるのかと。あるということが嬉しいことではなくて、とてもつらいことだというふうに反対に思

ったのです。これは町民課ですので町長になると思うのです。教育長ではないのかと思うのです。実

施に向けて何ができるのか。全部やれなんていうことは言いません。苫小牧市が保育料の減免とかそ

ういったことで考えているということですので、急なことでびっくりしたと思いますが今後考えるべ

きことではないかというふうに思います。死別、離婚でもらっている人はそれでもらっているけれど

も、結婚していないばかりにもらえないというその矛盾を私はどうも理解できないのですがその辺ど

のようにお考えになるか、その辺どうでしょうか。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

○教育長（古俣博之君）  このことにつきましては情報としては苫小牧でそういうふうなことをし

ているというふうな情報はとっております。ただ今後苫小牧自体がどういうふうな制度として構築し

ていくかというふうなところもまだまだ不明な点があるというそういう中で、本町においても今後は

このことについて苫小牧なら苫小牧に学びながらどういうふうにして子育て支援をしていくかという

ふうなことについては考えていかなければならないことだというふうには今の時点では思っています。

ただ制度構築がどうすることがいいのか。そして今婦女子の問題ということは、ただ一自治体が積極

的にということも必要があるかもしれないけれども、やはり国だとか道も含めて先ほどもあった子ど

もの貧困化も含めてしっかりとしていかなければならないことだというふうには思っております。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 税法上の関係もあるのです。ですから簡単なことではないということは伺っております。ただ苫小

牧の市会議員にこれは出ただけなのかどうなのかといったら、やることになったというふうに聞いて

いましたので何とか学びながら、できることであれば白老も何かできることをやっていただきたいと

いうふうに思います。 

○議長（山本浩平君）  それではここで暫時休憩をいたしたいと思います。 

休  憩     午後 ２時２９分 

          

再  開     午後 ２時３９分 



○議長（山本浩平君）  それでは休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 国で確定したのかどうか確認を含めて質問したいと思います。幼児教育への無償化のことについて

であります。子育て支援の一環として 25 年度一家族で同時期に３人以上の子どもが幼稚園に通う場合、

第３子以降のみ無償としていましたけれども町として対象家族はあったのでしょうか。そういうこと

で対象が全国で 600 人ということですので白老はほとんど。同時期に３人幼稚園に通うということで

すからほとんどなかったと思います。そういった中で今度は国として乳幼児の授業料の無償化という

ことを消費税が上がったりいろいろな中で子育てに苦しむ父母のために少し楽になるというふうな思

いをしてもらうためということも含めて、26 年度をめどとしていますけれども同時に通園にかかわら

ず第２子以降は所得税制限なしで半額補助、第３子以降は無償とするというふうになりました。こう

いうことで全国 600 人だったのが 30 万人に対象者が増えたのです。そういったことをからいくと白老

町もかなり対象者が出てくるのではないかと思います。そういうことでこの補助はどういった形でく

るようになるのか。その辺の連携、連絡が国のほうから届いているのか。これはほぼ決定しているこ

となのですが 26 年度からということですのでどのようになっているのか進捗状況を伺いたいと思いま

す。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今どういう形でこの補助制度が国のほうから周知されていくかとい

うことなのですけれども、これは子ども子育て会議の中で平成 26 年度の関連予算の概要というところ

でそこの中で内閣府、それぞれ子ども子育て支援制度に関する事項の中で幼児教育にかかわる保護者

負担の軽減ということでその中で幼稚園・保育園の保育料の比較ということを出していきまして、保

育園はそういう形になっているのですけどそれを幼稚園も一緒にするというのが今回の趣旨なのです。

多子世帯の保護者負担の軽減ということなのです。今子ども子育て会議の中で出てきていますが今後

道のほうから通知がくる予定になっております。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  これは決定していることですのでこのことが早く親御さんのほうに伝わる

ようにしていただければ。４月からもう消費税上がるのです。消費税上がったことの対策としてそう

いったことが親御さんに伝わるようにしていただければというふうに思います。 

 次にいきます。今回町において子ども子育て会議が設置されました。会議の設置はされたのか。人

数それからどういった方々により設置をされたのか。それからこの会議が中心となって住民ニーズ調

査をもう４月から開始していくと思うのですが、この調査は確か委託をするということだったのです

が委託先はどこなのか。どういった形で委託をしていくのか。まさか国からきたものをまっすぐその

ままいくわけではないというふうに、白老町のものも含めながらのニーズ調査だと思うのですがその

点の考えを伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 



○子ども課長（坂東雄志君）  まず子ども子育て会議が設置されたのかどうかということでござい

ますが、３月末までに子ども子育て会議を開催する予定になっております。その中では今言われまし

たニーズ調査の単純集計な部分が出てきます。またその中でニーズ調査の内容とかそういった部分も

一応説明する予定にはなっております。 

 そしてあと白老独自といいますか、業者さんとの打ち合わせでは白老町の独自のこういう状況であ

りますとかというのは、それぞれ地域情報なり人口動態とかそういったものは業者さんのほうにデー

タとしてお渡しております。 

 また業者さんのお名前ですけど大和産業さんということで介護保険のほうのこともやっていただい

ております関係の実績のある会社になっております。 

 子ども子育て会議の人数については 12 名ということです。メンバー的には次世代地域協議会を延長

させていくという部分とまた新しく加わっていただけた部分、また公募して１名の方が子ども世帯と

して今子どもを育てている世代のお母さんにも新たにメンバーになってもらう予定になっております。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 この子ども子育て会議なのですが保育所とかに預けないで子どもを育てている親を入れるというこ

とになっていますので入るということですからそれはいいと思うのですが、他市町村でももうニーズ

調査に入っているところがあるのですが、町の状況もお話して業者につくってもらってやるニーズ調

査ですから、そのほかに保育所、保育児の声、それから保育サービス利用者の声、利用別、地域別に

町民の方々の声を聞く、利用者の意にかなうものにすべく努力をするということが、それを原則にも

ってやっているところもあるのです。そういったことでは町はニーズ調査をした上でそれを判断材料

として即進めていく、この計画に生かしていくのかその辺のお考えを聞いておきたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今お話のありましたニーズ調査のときにどういうような対象の方の

意見を聞いてニーズ調査を組み立てていったのかということと、もう１つはそのニーズ調査を判断材

料として組み立てていくのかということです。 

 まず最初、前の次世代の中では保育事業者とかそういった保育に関係している方にアンケート調査

の原案そういうものを出して、そしてそこでご意見いただいたと。次世代の中でいただいています。

今回初めて子ども子育て会議を行いますので、その中でも当然今言いました現役の子育て世代の方、

またそれぞれの事業者の方とか、それから教育者また学識経験者も今回入れておりますのでそういっ

た皆さんのご意見を十分踏まえてニーズ調査を固めていきたいと思っています。特に分析の部分では

町の独自のいろいろな課題も十分議論しながら、白老町独自のニーズ調査にしていきたいと思ってい

ます。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 



○２番（吉田和子君）  今後保育所の利用要件が緩和されました。それで私は先ほどずっと質問に

出していましたように、結局子育て支援事業計画のほうが中心になるのでそれに伴って整合性を図る

ために策定を見送ったとあります。ですからそういったことでは部門別の計画になるということなの

ですが、今後利用の要件が緩和されたことがきちんと父母に伝わることと、それから緩和されたこと

がニーズ調査に生かされるのかどうなのかということが１点。 

 それともう１つ大事なことは介護保険制度と同じようにその父母が保育所を使えるという要件を満

たしているかどうかの認定を今度受けるようになったのです。そして認定を受けた人が保育所を自由

に選べるようになるのです。そういったことから今度集中してしまったり全然行かなかったりという

ことがあると思うのです。それと小規模だとか家庭保育とかそういった需要をしっかり的確につかま

えながらニーズに生かしていかなければならない。ですから私はその事業計画ができるときには保育

所の補完的な計画なのかもしれませんけど、同時にできていかなければ親があっち行ったりこっち行

ったりどこへ行っていいのかわからなくなるのではないかと思うのですがその点確認をしたいと思い

ます。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今お話のありましたニーズ調査の中にまず今回の制度改正に基づい

て、新制度なのですが平成 27 年から進めるわけですけど、緩和条件が加算されて進められているかと

いうことなのですが、この部分は現在の国から示されたものに基づいて進めております。ですのでそ

この部分については緩和された時期がニーズ調査の国の本体ができたのがその前にできているもので

すからそこの部分は考慮されておりません。ただこれからそこの部分は今議員さんのご指摘もありま

したので、これから分析する際に考えていきたいと思っています。 

 もう１点です。父母の要件緩和というものがちゃんと保育園の入所について、これはおそらく例年

のケースですと１月ぐらいに保育園の入所が始まるのでそれまでにはほとんどの子ども子育て事業計

画、ここでも先ほど答弁しましたけど 12 月ぐらいにはほとんどのものが固まってくると思います。そ

こで十分このような要件になりますとかそういった部分はお話できると思います。ですのでこれから

子育ての支援事業計画の進め方とかそういったものもＰＲしながら、また子ども子育て支援法につい

ても十分住民の皆さんにわかるようにインターネット等も使って、内閣府でありますとかそういった

リンクもさせて進めていきたいとこのように思っています。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  新しい制度になっていったときに親御さん方が迷わないように、どこへ向

かっていっていいのか。調査はしているからまだ決まりません。どんな保育所にしてもらえるのか。

社台あたりはもう小学校もなくなるわけですからそういった中で保育所はどうなのだろうかとか、竹

浦もないのです、送り迎えもありません、そういったことを含めて保育所の待機児童が多いところは

子どもの送迎ステーションを設けて少ないところへちゃんと送り迎えをしながら保育所が平均にいっ

ぱいになるようにしてそういう利便性を図っているのです。でも白老町は保育所がなくなっても送迎

は親の責任ですで終わりですから、その辺のあり方も今後計画の中でしっかりと考えていただきたい。

小規模の保育所もゼロ歳から２歳までなのです。３歳になると白老の保育所へ来なくてはいけないか



もしれないのです。そうなったときに送り迎えしてくださいということになるわけです。そういった

ことも含めて今後しっかりニーズ調査の中、それから子ども子育て会議の中で白老の問題としてしっ

かりと取り組んでいただきたいというふうに思います。 

 その中で今までずっとアンケート調査もしてきて一番問題になっていたが病後児保育のあり方です。

延長保育はもうやっています。そういった中で要望があるのですができないという白老の方針です。

というのは看護師を置かなければならない、そのための部屋をつくらなければならない、今の保育所

の体制ではできないとそれで終わっています。これはある地域なのですが病後児保育なのですが、場

所をつくるとかそういうことではなくて保健師さんだとか看護師さんとかそういった人たち、定年に

なった方も含めて登録制度にして必要な人に必要な病後児保育をしていくそういう形をとっていると

ころがあるのです。ですからそういったことも含めて人数の制限もありますけれども、子ども課が大

幅に大きく成長して子ども課育ちをしていただきたいというのはいろいろな情報をキャッチしながら

白老にふさわしい、白老ができる方法が何なのかということをしっかりと捕らまえながら連携をとっ

てやっていくべきだというふうに思うのです。ましてや今後子育て新法は今後５年間子育ての基本に

なっていくわけです。５年後に見直ししますけれども、１回できたものをまたがらっと今回が大きく

変わったら今後そんなに変わるものではないというふうに思いますけれども、そういった中でしっか

りとした計画になるようにそういう自覚を持って進めていただきたいと思うのですがその点を伺いた

いと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今議員さんの話にありました、これからの進め方について政策提案

いただいたと思います。前のアンケートでは確かに病児、病後児ということでこの部分のアンケート

が多かったのです。そういったところで施設の部分でありますとか医療機関との併設でありますとか

そういったいろいろな課題はあったのですけれども、そういったものも踏まえながらこれからの５年

間の中でどういった可能性のあるものも全部今回５年間の中で出していかないとならないのです。こ

れを出さないと５年間のサービスが白老町はそこの部分はいらないですという話になるので十分可能

性も検討しながら、また今議員さんの政策提案のあった部分も十分踏まえながら進めていきたいと思

います。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  吉田です。 

 今回税との一体改革の中でかなりいろいろなそのための予算ということで何百億円と設けているわ

けです。それを引き取ってくるかどうか、ちぎり取ってでも取ってくるというのは行政側なのです。

自治体に依存されているわけですから、そういった部分ではしっかりと目を光らせて予算をしっかり

必要なものは取ってくるとそういう形で進めていっていただきたいと思います。 

 時間がありませんので次児童クラブのほう、まとめて３点ぐらい質問したいと思います。児童クラ

ブは全国的に約２万 1,600 カ所あります。児童数も約 88 万 8,700 人いると。今まで国の基準が余りな

いということだったのです。そういうことで白老町はガイドラインを決めてやっているという答弁を

いただきました。2015 年度スタートの支援制度の中では財政支援 332 億円を増加するのです。そうい



った中で放課後児童健全育成事業の改正をしました。その改正は何かというと施設運営、整備、改修

の補助に充てると。要点の中で大きな改正は白老町は３年生までです。６年生までになります。 

 それともう１点は指導員の配置です。指導員の配置は１クラス２名以上ということになりました。

それとそのうち１人はきちんと研修を受けることというふうになります。それから努力事業として１

人当たりのスペースも決められています。畳１畳ぐらいといっていましたか。それと気分が悪いとき

に休むスペースをつくること。そういった設置条件が今後加わってきます。白老町で今の児童クラブ

の体制で今の状況を、これは 2015 年スタートですから、ニーズ調査もしなければなりません。こうい

った状況の中で可能かどうか。それが１点。 

 それともう１点。先ほど代表質問で私のために残してくださったのではないかと思うのですが、

2016 年度３小学校が統合になるということで今の条件これをクリアするために各小学校ごとの児童ク

ラブを見直すのか。2016 年まで待ってやっていくのか。町と方針をきちんと教育委員会で決めていか

なければならないのではないかと思うのですがその辺のお考えと、それからこのことを決めることで

きちんと条例化をしなさいというふうに国から言われるはずです。条例化もやはり本当は 2015 年スタ

ートですから 2015 年からきちんと方針が決まって子どもたちを預かる、６年生までの体制もつくらな

ければならないわけですがこの条例はどういうふうに考えられるか、いつごろしようと思っているの

かその点を伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  子ども子育て会議の中で議論されていまして運営基準の大体ほぼ固

まってきております。それをこれからの放課後児童クラブ新しいガイドライン、これもこれから国の

ほうで策定する予定です。また省令上の基準もこれから示される予定なのです。そういったものも踏

まえてまた今のニーズ調査の関係です。ニーズ調査自体今放課後児童クラブを何年生までやったらい

いのかというようなこともニーズ調査の中にあります。ですから実際そういった部分で踏まえてこれ

から進めていくという形になると思います。 

 第１点目の実際やれるかどうかというお話なのですが、今実際現在の指導員体制でありますとか、

それからスペースの問題でありますとかそういった部分で国が例えば６年生まで養成してくるという

ことにかなり課題でございます。 

 また職員の部分も当然今現在それぞれ配置はされているのですが、大体その基準の中では２人必要

だという考え方なのです。ただ面積要件もありますし小規模であればまたそこは参酌基準等がござい

まして、そこの部分ではまた変えられる部分もありますのでそういったものも踏まえながら進めてい

かないとならないと思います。ただ今言われました今の６年生ということになれば今のスペースまた

職員の体制では今のところ課題が大きいと思っております。 

 まちの方針として 2018 年までにそういうものにつくっていくのかということなのですけれども、放

課後児童クラブについて子ども子育ての中でも話が出てくると思うのですが、子ども子育て会議の中

でも放課後児童クラブについて議論させていただいて条例化についてはおそらく６月から９月までの

間に議論させていただいて、それぐらいのスタートでいかないとおそらく来年度すぐに条例化はでき

ないのではないかと思うのです。今これから省令基準が示されてくると思いますので、それを見て十

分検討していって最終的には９月には何とか条例化していかないと間に合わないのではないかと。つ



まり次に放課後児童クラブの申し込みもございますのでそういったものも踏まえてそれぐらいの時期

になるのではないかと思います。ですから条例化は当然します。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ６月から９月までに条例化をしていくというきちんとした期日の答えがあ

ったのですが、2016年から３統合される以前に 2015年だけはこういう形でやる条例をつくるのか、基

準になる６年生だとか２人だとかスペースだとかそういう条例をきちんと統合になってもそれを守る

というための条例をつくるのかその辺を伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今国で示されている条例基準というのは今の子ども子育て事業計画

の中で新しい子ども子育て支援法の制度の中で条例化しなさいと。要するに国がいわれている基準に

基づいて条例化しなさいということなのですが、ただニーズ調査とかそういったものを踏まえて進め

ますので国が５年とか６年生ということになってくると思うのですが、町のほうのニーズ調査の中で

どういう結果になるかまだそこの部分は出ておりませんのでそういったものも踏まえて町としての方

針としては大体９月ぐらいまでには出していかなければならないと思います。この中で今度は学校の

統廃合の関係というのはまたそこの部分は別なところでの議論になると思います。 

○議長（山本浩平君）  五十嵐教育課長。 

○教育課長（五十嵐省蔵君）  ３小学校の統合ということで私のほうから答えさせていただきます

が、今こども課長が答弁申し上げたように今後煮詰まっていくということでありますが、小学校の統

合のほうの改修といたしましては先ほど前田議員のほうにお話しましたが国の前倒し事業によってこ

の前議決したばかりであります。その中で放課後児童クラブの教室等については現在１教室で鉄南・

鉄北地区の児童クラブを行っているわけですが、答弁したとおり社台小学校含めて開設しようと考え

ております。それで面積的には２教室分を確保するということで予定はしているのですが、ただ今後

ニーズとか含めて詳細がわかれば 26 年度中の改修事業ですのでその辺の対応は可能かと考えておりま

す。 

 以上であります。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  すみません。話がまずかったのですけれども、一応９月に条例化し

ますので当然それに基づいて学校の統廃合の部分の児童クラブの関係もそこの中で間に合います。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ９月の条例できるまで待ちたいと思います。 

 それともう１つちょっと気になったのですが、ニーズ調査をするときに６年生までの希望があるか

どうかこれからニーズ調査をしてからでないと出ないという話なのですが、６年生まで入れるように

なりますといってニーズ調査をするのと、ニーズ調査で児童クラブに預けますかと出すのと全然違う

と思うのですけどその辺どうですか。 



○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  今の調査表では６年生まで５年生までとこういう感じでつけるよう

にはなっているのです。確かにこういう調査をしないとだめだということでいろいろなことを地域の

実情に基づいてやっていますけど、項目は全国一律なものですから町の意思はそこには出てこないで

す。 

○議長（山本浩平君）  暫時休憩といたします。 

休  憩     午後 ３時 ７分 

          

再  開     午後 ３時 ８分 

○議長（山本浩平君）  休憩を閉じて会議を再開いたします。 

 坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  調査の中では６年生までやってほしいですか、ほしくないですかと

いうことでそういうようにちゃんと選択するところがございます。そこにきちんと書いていただくよ

うになっています。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

○教育長（古俣博之君）  調査の中では選ぶようになっているのですけれども、６年生までをそう

いうふうにして拡大できるというふうなところで押さえてやっていますので、そういうふうなことで

やっていくことにしていますので十分大丈夫だと思います。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  先ほど述べていますように制度が変わるのです。国が制度の幅を広げてく

れるのです。というのは子どもたちが使いやすいように、親が働きやすいようにそういうふうにする

ためにやるのです。ニーズ調査というのはこういうことやるけど皆さん使いますかというのならわか

るのだけど、今までの状態のままで皆さんどのようなものがいいですかといわれたらわからない。や

っていないものはみんなわからないから何も印しないです。変わったことをきちんとお知らせをして、

その上でニーズ調査をきちんとしてくださいというふうに希望しているのです。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

○教育長（古俣博之君）  今回の子ども子育て関連３法の中身について、かなりの部分については

情報化されてきています。そして子ども課中心になってそれは押さえておりますけれども、まだまだ

みなし部分というふうなことも非常に多い部分なのです。そういう中で今回の新しい制度に向けては

本当に周知がきちんとされなければ保護者にとってはわからない部分というのは多分にあるのだろう

というふうなことは十分教育委員会としても押さえながら今後本町の子ども子育て会議も含め、それ

からニーズ調査も含めてしっかりと対応をていきたいと思っております。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子委員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 １項目の最後にしたいと思います。ここは町長に全体的なことで伺いたいと思います。今回の子ど



も子育て支援の事業計画について細かいことをいろいろ質問いたしましたが、この制度が変わる、社

会保障と税の一体化改革で変わる、消費税がふえるから子どもに少しサービスするのではなくて、こ

れは少子化対策の一つの政策なのです。そういうことなのです。昨日の代表質問から人口減少、少子

化という質問が大変出ておりましたけれども、昨年の５月５日のこどもの日に総務省が 15 歳未満の子

どもの人口を調べたのです。前年比 15万人減で 1,649万人で総人口に占める割合が 12.9％だそうです。

39 年間連続減少です。だから白老も減って当然なのだと考えるべきなのかどうなのか。白老町は昨年

12月、ゼロ歳から 15歳まで 1,842人いました。10年前より 916人減で人口に対して 9.8％と全国平均

より３％下回っています。それだけ高齢化率も上がっているということだと思います。それと出生数

も 10 年前の平成 15 年には 137 人あったのですが 25 年度は 74 人約半分です。この数字を見たとき私

も 100 人切ったというのはあったのですけど、どうなるのだろうとすごく不安になりました。子育て

支援の新制度は最終的には先ほど言いましたように少子化対策なのです。そういったことで私は新法

は今後内閣府からいろいろなものが入らないで、内閣府から直市町村という形で本当に物事が進めや

すいように、そして財政も厳しい中で全町民が困らないようにということで対応策の財源の補てんも

しています。そういった中で私は先ほどからいろいろなプロジェクトなりいろいろな話があって、職

員が減っていく中で大変厳しくて大変だとは思いますけれども少子化対策も町長、教育長を筆頭に最

高責任者として子ども課を中心にした全町、きのうは雇用の話だけありましたが出会いの場づくりを

やっているところもあります、それから健康いろいろなことで進めていると思います。そういう全町

の関係課による少子化対策プロジェクトチームなりを設置して、これは時間がかかることでことしつ

くったから来年結果が出ることだとは思っていません。ただ１人でも多くの人が子どもを産もうとそ

ういった気持ちになれるようなまちづくり、政策を打ち出していくべきと思いますが、きのうからも

議論ありましたようにやっぱり中学生まで医療費無料化というのはかなり大きい影響が出ている市町

村が多いのです。そういったことを含めて町長の決意を伺って終わりたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  戸田町長。 

○町長（戸田安彦君）  少子化対策のお話ですが国の少子化対策とは別に各自治体、各市町村でで

きる少子化対策もあるというふうに考えております。今いろいろ数字言われたとおり出生数が本当に

少なくなってこれから先どういうふうにまちが変わっていくのかという不安もあるのですが、ここに

やっぱり少子化対策で子育て世代がきちんと住める環境をつくっていかなければならないというのは

同じなのですが、先ほどいったように特効薬というのがないものですから一番はやっぱり企業誘致で

雇用が生まれることが一番だと思いますが、これはきょういってあしたになるわけではないので引き

続き努力をしていきたいというふうに考えております。 

 また子育て世代が住めるには環境が大切だと思うのですが、その環境の中には済む地域の環境もあ

りますし教育環境もありますし家庭環境いろいろな環境がある中で、それにプラスして先ほどいわれ

た財政的な支援もありますし財政的な援助または免除もあると思います。そのまちには３人目の子ど

もを生んだら幾らかあげますという援助もあるように、いろいろな少子化対策もあると思っています。

今白老町で取り組んでいる少子化対策には移住・定住の政策で今はこれに拡大してＩターン・Ｕター

ンも含めて若い人に白老町に戻ってきてもらう、または来てもらうという事業を 26 年度は進めていき

たいというふうに考えております。吉田議員は重々ご承知だと思うのですけど、今国のデータでは子



どもを産む率はそんなに変わっていないけど結婚をしないから少子化の問題が出ているという話で、

昨年確か質問ありましたが婚活のお話がありました。本当に少ないのですが昨年社協と商工会が中心

になって婚活パーティーのような形でやらせていただいて私もちょっと出席をさせていただいたので

すが、実はその婚活パーティーでカップルができてそのままおつき合いしているのもあるし、実はそ

こで結婚をして白老町に住んでいるという嬉しい報告もありますので、小さなことではありますが一

歩一歩そういう事業の積み重ねが少子化対策にもつながっていくと思いますので、これは全町あげて

活動とかＰＲもしていきたいというふうに考えております。 

○議長（山本浩平君）  坂東子ども課長。 

○子ども課長（坂東雄志君）  先ほど答弁漏れがありましたのでお答えします。 

 多子世帯の幼稚園の世帯数ですけれども現在はゼロ世帯です。該当ありません。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 町長の思いわかります。今お話されたように各課にまたがるのです。こっちはこんなことやってい

る、こっちはこんなことをやっているというのはわかるのですが、それを統一して。婚活もそうなの

ですけど自治体によっては１回で終わっているところもあるのです。継続をして継続は力なりで１所

帯でも結婚して子ども１人でも生まれたら１人ふえるわけです。そういうことを大事に今後進めてい

っていただきたいと思いますのでプロジェクトのほうはしっかりと今後考えていただきたいと思いま

す。 

 ２項目目にまいります。児童虐待防止と支援体制について伺います。厚生労働省の調査で把握した

児童虐待件数は 1990 年の調査開始以降 22 年連続過去最高の６万 6,807 件と発表しました。潜在的な

ものもあり死につながるものもあります。そこで次の４点について伺います。 

 １点目、2012 年室蘭児童相談所の通報認定件数と調査開始後の過去最高となったが白老町の現状と

要因、課題を伺います。 

 ２点目、白老町における要保護児童対策地域協議会、また児童防止ネットワークにおける活動推進

状況と子ども・保護者対象の防止相談体制、予防策サポートの実施状況について伺います。 

 ３点目、2010 年に虐待対策の充実のため児童相談所の人員体制の拡充が必要とされ拡充をしたはず

ですが、現在過去最高の虐待数の状況の中で十分な対応ができているのか伺います。 

 ４点目、虐待を受けている幼児・児童の養育状況は整っているのか伺います。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

〔教育長 古俣博之君登壇〕 

○教育長（古俣博之君）  児童虐待防止等支援対策についてのご質問であります。 

 １項目目の白老町における児童虐待の現状と課題についてであります。町の現状として平成 24 年度

児童虐待等相談件数は過去最高の 112 件となっており、虐待種別ごとにはネグレクト 87 件、身体的虐

待 23件、心理的虐待２件であります。 

 次に児童虐待の要因と課題についてであります。要因としては保護者の経済的リスク、精神的不安

定、地域との孤立化などが複合的に重なり合って虐待につながっているのではないかと考えられます。



したがって要援護家庭への相談、支援、見守り、地域とのつながりが大切であり、さらには迅速な対

応が必要とするケースが多く見られ児童相談所、警察など各関係機関との情報共有など一層の連携強

化が必要であります。 

 ２項目目の要保護児童対策地域協議会、虐待防止ネットワークの推進状況、子どもサポートの実施

状況についてであります。児童虐待防止については保育園、幼稚園、放課後児童クラブ、小中学校、

保育士、保健師、民生児童委員、病院、警察などさまざまな機関とも情報共有などの連携を図り虐待

のおそれがある家庭や虐待が起きている家庭の早期発見に努めております。実際に関係機関からの虐

待の相談や通報があった場合には白老町要保護児童対策地域協議会の個別検討会議を開催し状況によ

り児童相談所へ通告を行っており、これら児童虐待等対応ネットワークによる児童家庭への支援に努

めています。 

 また乳幼児健診や家庭教育支援員による訪問相談など子育て中の母親への支援、子育て講座の開設、

ファミリーサポートセンター、保育園スクールカウンセラーなど、さまざまな子どもサポート事業を

実施しています。 

 ３項目目の室蘭児童相談所人員体制の状況についてであります。室蘭児童相談所は胆振総合振興局

と日高振興局の２管内４市 14町を現在管轄しています。24年度の全道児童相談所児童虐待防止相談処

理件数、札幌市を含めて 1,711 件のうち室蘭児童相談所処理件数は 242 件であり全体の 14％を占めて

います。また児童虐待専任担当は３名、うち１名が苫小牧市の一部、新日高町と合わせて白老町も担

当しており、通告件数でも要支援家庭への訪問に時間がかかる場合もあります。したがって相談所管

内のエリアの広さ、困難ケース発生件数の多さなどから管内市町の要支援家庭への十分な対応は厳し

い現状であると受けとめています。 

 ４項目目の虐待を受けている乳児・児童の養育状況についてであります。白老町における虐待を受

けている乳幼児・児童の養育状況について健康福祉課、こども課など各関係機関でケース会議を開催

し対象家庭にあった支援方法を話し合いながら定期的に訪問や相談対応をしています。その中で一時

保護に至った子どもについては児童相談所を通じて施設入所などの対応をしています。 

 また保護者の経済的理由等で養育が受けられない子どもに対して温かい愛情と正しい理解を持った

家庭環境のもとでの養育を提供する制度が里親制度であり胆振管内では 44 組、白老町では１組が里親

登録されております。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 時間が余りありませんので飛ばしながら聞きたいことだけ伺って終わります。児童虐待は大変ふえ

ているということなのです。もう１点はどこでも起きることだと、それから潜在的でありなかなか発

見できない、表に出てこないとわからないということがあります。今教育長の答弁にありましたけれ

ども白老町教育委員会大変いろいろなことで取り組んでいます。そういった前向きな姿勢がそういう

虐待の可能性をキャッチし、そしてそういうことでスキルが上がっているから人数がふえているのだ

ということなのです。 

 それともう１つはＤＶです。我が家におけるＤＶでそれを見ている子どもも虐待の数に入ってくる



のです。そういったことから人数がふえているということなのです。そういったことできちんと人数

が確認をされながら実際に出てきているということでその点はわかりました。今後それに対応です。

道で今いじめ対策条例をつくりました。白老町もつくります。他の市町村ではこのいじめ条例ととも

に虐待条例をつくって虐待を防止するためにいろいろな制度をやっています。講演をやったりだとか

最後の最後まで子どもを見届けるとかそういったことをやっていますけれどもこの条例化について考

え方を伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

○教育長（古俣博之君）  いじめに関しては今本町においては基本方針はもうつくりまして各学校

等に流しております。これからその部分についての周知も図っていきたいと思っております。それを

含めて今議員のほうからご指摘がありました虐待防止の条例化については、今正直なところ何も持っ

ておらないのが事実ですけれども、今後条例化が本当にいいのかどうかそれも含めて、今うちの町で

持っているいじめ防止の基本方針的なものはやはりしっかりと持たなければならないとは思っており

ます。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 発見をして対応するのは十分ですしそういう基本方針があると進めていけるのですが、予防だとか

親だとかいろいろなかかわりがあるわけです。もしかしたら同棲はしているけど籍入っていない他人

の場合もあるわけです。そういった場合にきちんと条例化をもって、せっかくいじめの条例をつくる

わけですからしっかりとこのとき検討していただきたいというふうに思います。 

 それともう１点。所在不明の子どもが今全国で 4,000 人以上いるというふうにいわれています。こ

れは籍はあるけど本人がいない、学校にも出てこない、それから健診も受けに来ない。一番わかるの

は健診を受けに来ないことで、私前に白老町は健診受けない方はどうしていますかと質問しましたら

家庭訪問していますといったのです。今全国的に厚労省でこのことを重く見て先生、保育士さんいろ

いろな方々が学校へ来ないとか健診を受けないところへ訪問をするとその問題を解決するために。こ

れは虐待、ネグレクトにつながるわけです。そういった形でやっているのですが白老町は今も健診を

受けないところへ家庭訪問しているかどうか。必ず本人に会うということが今回の所在不明の条件な

のです。そういった面ではどうでしょうか。 

○議長（山本浩平君）  長澤健康福祉課長。 

○健康福祉課長（長澤敏博君）  新生児訪問の含めましていろいろな健診の中でやっておりますが、

まず新生児訪問につきましては各保健師が担当地区のほうに出向いて訪問して、その中で母子の状況

の確認やいろいろな相談を行っております。出産して里帰りされる方も当然いらっしゃいます。そう

いう方につきましては里帰りしている市町村のほうに依頼して状況の確認等をしていただいておりま

す。逆に白老町へ里帰りしている方についてはうちの保健師がその市町村から依頼を受けて状況を確

認するというような形をとっております。 

 また乳幼児健診各種ございます。その中で受ける際状況確認を当然行っておりますが未受診者の方



こちらにつきましては次回の健診への呼びかけ、それでまた未受診ということになれば訪問いたしま

す。訪問いたしまして状況の確認等を行っております。そのほかに生まれて４カ月の乳児健診が一番

早いわけなのですが、その前に予防接種もございますのでその時点での状況等も確認をさせていただ

いております。その中でいろいろと問題ある場合というのが出てくるかと思います。そういう場合に

おきましては先ほど答弁にもありましたような形でケース会議等の中でいろいろと協議を進めていっ

ております。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ４カ月で終わるのではなくて、今おっしゃったようにケース会議で４カ月

過ぎても後の対応をしっかりしていくということが大事だと思います。その中で今各地で産後ケア。

白老町は産婦人科もありません、それから助産師さんもいません。各地でいるところでも産後ケアと

いって産後体調が元に戻っていない。今お産する前に赤ちゃんに触ったことがない人が半分以上いる

のです。それから産婦人科の関係で入院は１週間だったのですけれども今は４日から５日で退院させ

られる。体が十分整っていない、育児のほうもよくわからない、核家族化されていますので家に帰っ

てもなかなか見てくれる人がいない。そういう中で産後うつになる方が１割いるというのです。10 人

のうち１人は産後うつになる。そうすると２人目産むという自信がなくなるのです。そういった意味

では産後ケア、これに対して国で何十億円という予算を組んでいます。そして手を挙げるのです。う

ちはつくってデイだとかショートだとかをやりますとなるのですが、町としては今言われて今考えら

れないと思いますけど今後の検討課題として持っていただきたいと思いますがいかがでしょうか。 

○議長（山本浩平君）  長澤健康福祉課長。 

○健康福祉課長（長澤敏博君）  今議員お話ありましたようにやはりお産してからのケアというの

が非常に大事ということで国のほうで来年の予算の中で各地域の特性に応じた妊娠から出産、子育て

期まで切れ目のない支援を行うということで、１つ目として必要な支援につなげると母子保健コーデ

ィネーターの配置という母子保健相談支援事業というものがあります。２つ目といたしまして妊産婦

の孤立感の解消を図るために相談支援を行う産前・産後サポート事業。それと３つ目といたしまして、

お産をしてから退院直後の母子の心身のケアそういうものや育児サポートを行う産後ケアそういう３

つの事業この全てを実施するモデル事業として来年の予算で国のほうでは見ております。 

 白老町の状況は今議員お話ししたように産婦人科がないというような状況でいうと、このモデル事

業がすぐできるかということになるとなかなか難しい部分もありますが、一応モデル事業ということ

なのでこのモデル事業の実施結果というのは当然出てくるかと思います。やはりそういう実施結果に

基づいて白老町においてどういうものができるのか。またしていかなければならないのか。そういう

ことは今後検討していかなければならないというふうに担当としては考えてございます。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。所在の確認ができないというところがそちらにいってし

まったのですけど、所在確認できないという方が 4,167 人ということで厚労省が全自治体に通知を出

して調査をするようにというふうに通達をしたというのですがきておりますでしょうか。18 歳までと



いうことです。 

○議長（山本浩平君）  五十嵐教育課長。 

○教育課長（五十嵐省蔵君）  私の分でいきますと小中学校についてはきております。所在不明の

児童・生徒はいないということです。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  ２番、吉田です。 

 児童相談所の話になります。先ほど答弁でもありましたけど十分ではないと。１人で苫小牧、白老、

日高管内を所管しているということで大変厳しい状況だと思うのですが、苫小牧・白老町の民生児童

委員の方々が昨年から署名をしました。そして高橋知事に申請いたしましたけれども、白老町でも町

として本当にそういうことが必要だと、事業をふやしてほしいとそういった要請をしていく考えはあ

るかどうか伺いたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

○教育長（古俣博之君）  児童相談所の人員体制、組織体制も件については今のエリアも広さ、そ

れに対しての人員の問題というのは私が現場にいたときからもずっと言われていることなのです。児

童相談所が管轄する内容的な部分も扱う内容が多いものですから、今後町としてもこのことについて

は十分他市町との関係も含めて検討しながら要望はしていかなければならないことではないかと私自

身は考えております。 

○議長（山本浩平君）  ２番、吉田和子議員。 

〔２番 吉田和子君登壇〕 

○２番（吉田和子君）  国は 2014 年度の予算で虐待防止、社会的擁護、児童相談所の機能強化のた

めに 62 億円増額しているのです。ですからそういったことも含めてどんどん要請をしていっていただ

きたいというふうに思います。 

 まだあるのですけど最後にしたいと思います。2014 年度子ども子育て、児童相談所そういった関係

に国は 1,032 億円という予算を持っています。そのあたり一番力を入れているのは里親制度です。親

が育てなければ里親が育てることが理想だと家族の温かさを知らせるべきだというふうにあります。

しかし進んでおりません。里親はどんどん減っていっているという状況下にあります。補助制度も十

分ではないということもいわれておりますけれども、今回里親専門員の配置をしたりとか、それから

増員も必要だと、そしてそのことにまた 40 億円の増加をして里親やファミリーホーム、小規模グルー

プ等の小規模の擁護を実施する補助にも使っていけるということなのですが、市町村に責任がないの

かもしれません、道の制度なのかもしれませんけれども町として児童養護が必要ではないのかという

ことをもう一度考えてみなければならないというふうに思っております。社会的な擁護、子どもは社

会が育てるのだという基本的な理念に立ち返って白老町も積極的にこの制度に取り組むべきではない

かと思いますが最後に教育長の考えを伺って終わりたいと思います。 

○議長（山本浩平君）  古俣教育長。 

○教育長（古俣博之君）  先ほどの１答目にお答えしたようにこの里親制度についてはなかなか広



がりが見えないのが現状であります。白老においても１組ということであるのですけれども。ただ国

の制度の中で今言ったようにファミリーホーム的なそういう拡大ができるというふうなところは、や

はりこれから子どもたちが家庭的な雰囲気の中で育ちをしていくというところは非常に大きな意義が

あるのではないかというふうには考えております。そういうことも含めて今後、先ほどもお話したよ

うに子どもは時代を担う宝ですから、議員から何度もお話がありました少子化対策も含める中でしっ

かりとした制度構築に向けて自治体がやらなければならないと部分については、ほかの市町村とも手

を組みながら道、国に対しての要望も含めて上げていきたいと思っております。 

 以上です。 

○議長（山本浩平君）  以上をもちまして、２番、吉田和子議員の一般質問を終了いたします。 

 


